タイワン ミンポウ ニ タイスル ニホン ミンポウ ノ エイキョウ ホウガクブ カイセツ 10シュウネン キネンゴウ by 陳 自強[著] et al.
93
台湾民法に対する日本民法の影響
二〇一〇年七月一三日、本学龍ヶ崎キャンパスで法学部学術研究委員会主催による学術講演会が催され、陳
自強・国立台湾大学法律学院教授にご講演をいただいた。本稿は、そのときの講演原稿（原題は「日本民法対台湾民法之影響」 ）を訳出したものである。講演の中国語版は、その後、教授によるさらなる加筆修正の上、陳自強『台湾民法与日本債権法之現代化』 （元照、二〇一一年四月）に「第九章
　
日本民法対台湾民法之影響
―
以財産法為中心」として収録されている。
なお、陳教授のプロフィールは次のとおりである。一九六一年、台湾台北市生まれ。台湾大学法学士、法学修士（修士論文「訴撤回契約之 」 （ 「訴えの
取下げ契約に関する研究」 ） 、ドイツ・ミュンヘン大学法学博士（博士論文
“D
ie inderekte B
ankgarantie im
 
aussenw
irtschaftsverkehr ” （ 「国際貿易における間接銀行担保」 ）等を経て、二〇〇三年から国立台湾大学法律
学院教授の職に就き、現在に至る。 翻
　
訳陳
　
自強
　
台湾民法に対する日本民法の影響
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主要著書として、 『無因債権契約論』 （繁体字版〔学林、一九九八年〕 、簡体字版〔中国政法大学出版社、
二〇〇二年〕 ） 、 『契約之成立与生効』 （繁体字版〔学林、二〇〇二年〕 、簡体字版〔法律出版社、二〇〇二年〕 ） 、『契約之内容与消滅』 （繁体字版〔学林、二〇〇四年〕 、簡体字版〔法律出版社、二〇〇四年〕 ） 、 『代理権与経理権之間』 （繁体字版〔元照、二〇〇六年〕 、簡体字版〔北京大 出版社、二〇〇八年〕 ）等がある。
（訳者
　
記）
一
　
はじめに
現行の日本民法（典）は、一八九六
（明治二九）
年に制定され、一八九八
（明治三一）
年に施行され、制定か
ら今日
（二〇一〇年）
まで既に一一四年を経過した。この一世紀を超える間、日本社会は、政治、経済および文
化の各方面において重大な変化を経験した。民事上の法律関係を規律する基本法としての民法典もまた、動かざること山の如しとはいかず、立法当時の条文をそのまま今日まで適用してきたわけではない。民法典以外の民事特別法の制定はいうまでもなく、民法典自体も制定後大幅に改正されたことがあった。なかでも、戦前の家制度が一九四六
（昭和二一）
年に制定された日本国憲法に抵触するとの理由から、一九四七
（昭和二二）
年に
第四編親族および第五編相続は、全面的に改正された。この改正は、これまでのうち最大規模のものであった。また、二〇〇〇
（平成一二）
年四月一日に、総則編が改正され、禁治産および準禁治産制度は廃止された。
改正後の行為能力制度は、制限行為能力者を未成年者と成年被後見人・被保佐人・被補助人とに区分している。二〇〇六
（平成一八）
年には、一般社団・財団法人法の制定 伴い、民法総則編の法人に関する規定の多くが
削除され、人々の耳目を一新した。しかし、これらの改正は人 に関するものであって、財産法の領域に関す
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る改正は、一九七二
（昭和四七）
年の最高限度額抵当権（根抵当）制度の追加などごくわずかな改正しかなかっ
た。二〇〇四
（平成一六）
年に、民法は全面的に改正されたが、保証を除くその多くは、実質的内容の改正を
伴わない単なる口語化にすぎず、財産法の実質的内容の改正ではなかった。したがって、財産法に関していえば、日本民法は概ね一九世紀立法当時の原型を維持しているが、それでも社会経済活動の規律の要求 応えることができ のは、日本の学説判例による不断の努力に負うところがきわめて大きいといわなければならない。
日本民法および学説判例は、日本民法に生命力を与え、日本経済の高度成長を支える確固たる法的基盤を提
供したのみならず、その光は東アジア諸国にも及び、日本民法が継受 対象と目されてきたのである。日本民法が東アジアにおける民法 近代化（現代化）のモデルとされたことはヨーロッパ諸国に継受されたローマ法の状況
（１）
と同列に論じえないかもしれないが、日本民法典の制定および発展が台湾民法にきわめて大きな影響を
与えたことは疑いない。わたくしは、法制史の専門家ではないので、 研究者 立場から、日本民法がわ国の民法に与えた影響について簡単に紹介することにする。
二
　
日本統治期の台湾民法
１
　
日本統治期以前
いわゆる「わが国の民法」とは、台湾で施行されている現行民法をいう。しかし、台湾では かつて有効に
施行された民法は、日本 よう 一八九六年 制定されて今日まで施行されている日本民法典であったと うわけではない。台湾と西洋法との接触は中国大陸よりも早かった。一六二四年から一六六二年にかけて、台湾は、オランダとスペインによる植民地統治を経験した。当時、オランダには民法典がなく
（２）
、当然のことながら、
96
流経法学　第11巻 第 1 号
台湾が近代的な意味での民法を施行することはありえなかった。しかし、オランダの統治者が西洋の裁判所制度を に導入したことから、台湾はヨーロッパ大陸法と接触することになった
（３）
。鄭成功が一六六一年に台湾
への上陸に成功してから一六八三年に大清帝国に降伏するまでの間、鄭氏王国による統治時期はあったが、台湾が伝統的中国法の洗礼を本格的に受けるようになったのは、一六八三年に始まる清朝の 期である。清朝は、大陸の成文法を台湾にも全面的に施行した。しかし、中国の伝統的民事法規範が主として不文 慣習法であったため、台湾における民事関係の規範の多くは慣習であった。
清朝統治期における台湾の民事慣習が一般に知るところとなったことには、日本に感謝しなければならない。
一九〇一
（明治三四）
年、台湾総督府民政長官後藤新平は、植民地台湾の全資料を把握するため、臨時台湾旧
慣調査会を設置し 自ら会長 就任し、台湾および清朝の法慣習の調査に着手した。後藤は、その前年に京都帝国大学教授岡松参太郎を招聘し、一九〇三年には京都帝国大学教授織田萬 委嘱 て調査をさせた。調査は二部に分かれ、一つは法制調査であり もう一つは経済調査である。法制調査に関して刊行された報告書は三つの部分からなる。ここでの主題に関係するのは『 私法』である。一〇余年かけて完成した『台湾私法』（一九〇九〜一九一一年刊行）
は、本文三巻に付録参考書を合わせて全一三巻である。その内容は、動産、不動産、
債権およびその他の一般的な民事、商事、清朝の律令、会典、則例、省例などのほか、七冊計一千頁余りにも及ぶ契約文書 第一次的資料をも収録 ている
（４）
。この大規模な調査は、学術研究を目的としたものではなく、
従来から存在する民事慣習を日本統治の国家司法体制の 組み入れようとしたも であった。日本が清朝統治期の民間慣習を整理しようとしたのは統治のためとはいえ それが台湾の固有法 記録保存ない その存続にとって果たした役割は否定することができない。 『台湾私法』がヨーロッパ大陸の法概念を用いて清朝統治期の台湾漢人および漢族に同化された平埔族の民事慣習を説明した というのは、もはや単な 事実の記述で
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はなく、既に価値判断の要素を含んでいる。清朝統治期の民事慣習は、知らず知らずのうちに西洋民法体系の中に融合したのであり、日本は台湾民法の礎を築いたのである。
２
　
特別統治法制期（一八九五〜一九二二年）
清朝は、一八九四年日清戦争に敗北し、一八九五年に台湾を日本に永久割譲した。日本統治の民政時期は日
本の近代刑法典が台湾で施行された一八九六年四月一日に始まる。一八九八年七月一六日、日本民法が台湾で施行され、 「民事商事及刑事ニ関スル律令」
（律令八号）
が公布された。同律令によれば、台湾在住の日本人（内
地人）および台湾在住の外国人の民商事に関する事項については、土地に関する権利を除いて、日本の民商事法が適用されるが、台湾本島人および清国人の間の民商事 関する事項につ ては、特別の規定がない限り、引き続き現行の旧慣による、とされた。一九〇八年八月公布の「台湾民 令」は、この趣旨をさらに重ねて定めた。一九二二年末にその律令が廃止されるまでは、いわゆる「律令 期 特別統治期」と呼ばれ、台湾人の民事事件については、原則として清朝統治期 台湾旧慣を援用踏襲した
（５）
。前述の『台湾私法』による清統治
期の民間慣習の収集整理に関する調査報告の内容がこの時期 裁判所において重要なものとし 参考とされたのはいうまでもないが、単なる慣習は慣習法 は異 り 慣習が法源の効力をもつ慣習法となるには、裁判所による承認が唯一のルートでは いとしても、最も重要 ルート ることに間違いはない。したがって判所 慣習 承認は、この時期 の確定に な意義を有した である
（６）
。
３
　
内地延長主義期（日本統治後期）
いわゆる内地延長主義とは、日本の初代台湾文官総督田健治郎が第一次世界大 後 世界的に高揚した民族
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自決および民主主義を防ぐためにとった政治的措置のことである。明治政府は、一九二二年に「民事ニ関スル法律ヲ台湾ニ施行スルノ件」
（勅令四〇六号）
を公布し、日本の民法、商法およびこれらに関係する計十九本
の法律を指定してこれらを直接台湾に施行すると定めた
（７）
ことから、台湾は内地延長主義時期に入った。しかし、
親族および相続に関する事項については、引き続いて台湾慣習が適用された。したがって、一九 三年一月一日から台湾に施行された民法は、現行の中華民国民法ではなくして、基本的にその当時に日本に適用されていたのと同じ日本民 であっ 。日本民法の財産法の部分は、台湾に全面的に施行され、清統治期の制度に大きな変更をもたらした。例えば、 「胎権」 日本民法の抵当権の規定が適用され、 「典」 日本民法の「不動産質権」になり、 「永佃」は「永小作権」になった
（８）
。他方、清朝統治期に残った旧慣がことごとく否定さ
れたわけではない。例えば、戦後の において民間金融 重要な地位を占めるよう なる「合会」は、民法の施行によって導入され のではなく、清朝統治期 下で既 盛んに行なわれていた（会、会仔） 。日本統治期には、台湾に来た日本内地人が日本から合会に類似する「講」 「無尽講」 「頼母子講」を台湾にも らし清朝 の合会制度 、 本民法の学説判例の洗礼を受けて新たな活力をも らした。一九九九年の 民法債権編改正にあ り、 「合会」が明文化されたのは、清朝統治期以来の法 発展 結果であ と言わ けばならない。
第二次世界大戦後、当時の中国を統治していた国民党政府は、台湾を接収し、一九四五年一〇月二五日に中
華民国民法を台湾に施行し、台湾 おける日 施行を終わらせた。しかし、二〇余年にわたる日本民法の台湾での施行は、政権の交代によってその歴史的痕跡を一切消し去 れ わけではない。ここでは、少なくとも次の二点を指摘しておきたい。第一に、日本民法における物権変動 動産については引渡し、不動産については登記を効力発生要件とするドイツ法の方式ではなく て フランス民法の意思主義を採用してい 。
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特に不動産売買については登記が効力発生要件ではないとされているので、この時期の台湾では、不動産売買の成立が物権変動を生ぜしめるか否かについては、日本民法の規定を適用しなければならないことになる。第二に、最高限度額抵当権（根抵当）が台湾 定着したのは日本民法のおかげと言わなければならない。日本民法は、一九七一年になってはじめ 抵当権の章に第四節根抵当を追加したが、根抵当自体は、民法施行前から既に取引の慣行となっており、一九〇二年に大審院 よってその有効性が確認されていたのである
（９）
。根抵当制
度は、日本統治とともに台湾に定着し、それ以降 でも広く利用されるようになった。中華民国民法が台湾に適用されるよう なってからも、これに関する明文 規定がない中 、最高法院 よ て実務的見解として肯定され、極度額抵当権は、慣習法とし の効力を有する制度とな たの ある。二〇〇七年、台湾物権担保物権法が改正され、極度額抵当権 関する規定が新たに設けられた。これ 根抵当をモデルとしたものとはいえ、もはや完全なる外国法の新規移植ではなく、そ 大部分は日本民法施行期に刻印された足跡であった。
三
　
日本民法およびその学説の継受
日本の台湾統治によって、台湾は、法の発展において中国大陸と異なる道を歩まざるを得なかった。ヨー
ロッパ大陸の最新の民商法典をモデルとする 民商法は、台湾における初期の限定的適用を経た後に全面適用となり、日本 相対的に健全でうまく運営 ていた司 裁判制 も相まって、 時では先進的 民商事立法を漸次台湾に定着、発展させていった。台湾民法に対する日本民法の影響はこれにとどま ず、台湾の現行民法の制定ないし台湾の民法学説の発展も日本から大きな影響を受けた。
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１
　
日本民法におけるヨーロッパ大陸法の継受
日本民法が台湾民法にどの程度の影響を及ぼしたかを明らかにするため、ここで日本民法に関する私の理解
を簡単に説明しておく。日本民法の専門家の前で話すのは気恥ずかしいが、本稿の立場を検証する上で多少とも助けになるように思われる。
ヨーロッパ大陸諸国の民法典の制定は、しばしば一定の政治目的 有していた。例えば、フランス の
制定はフランス革命後であり、オランダはフランスの支配から独立した後にオランダ民法を制定し、ドイツ民法が起草作業 開始したのはプロイセンによるドイツ統一後 ある。これらヨーロッパ大陸諸国の民法典制定の歴史をみると、統一民法典は国家の統一を象徴し、民法の掲げる思想理念は一国の法律文明の進歩を象徴するものであるように思われ 。日本が民法を制定しようとした も高度の政治目的からである。すなわち、西洋の法制 導入することを条件に、帝国主義諸国との間で締結した不平等条約を廃止しようとしたのである。そのために、明治政府は、ヨーロッパ大陸 民法典を全面的かつ速や に導入することを決めたのである。一八七〇年九月一八日、江藤新平は、太政官制度取調局内において民法会議を開き、日本における民法編纂作業を開始した
）1（
（
。この時、プロイセンは当時のヨーロッパの強国フランスと戦火を交え、ドイツはまだ統
一していなかった。フランス民法は当時のヨーロッパ おける最も成熟した民法であり、この時期はフランス民法が世界各国の法学に強い影響 与えた全盛期でもあっ
た
）11
（
。一八八六年、明治政府がフランス・パリ大
学教授
 B
oissonade を招聘し、民法典の起草を委嘱したのは、時代の潮流 赴かせるところであった。ところ
が、フランス民法の体系 採用 民 （旧民法）が公布されてまもなく、 論争が起きた。そ 、明治政府は 一八九三
（明治二六）
年に法典調査会を設置し、穂積陳重・富井政章・梅謙次郎の三人を起草委員に
任命し、現行民法典の に当たらせた。新 典の編成については、法典調査会の方針 より、旧民法の法
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学提要方式（
Institutiones System
）を廃棄し、総則・物権・債権・親族・相続の五編からなる学説彙纂方式
（
P
andekten System
）が採用された。この点については、疑いの余地がない。しかし、日本現行民法が立法さ
れる過程において、フランス民法とドイツ民法第一草案とでその具体的な内容に大きな影響を与えたのはいずれかということについては、争いのあるところである。この論争は、法制史の考証の問題にとどまらず、戦後に日本民法の向かう方向にも大きな影響を及ぼした。戦前における日本民 学説 ドイツ学説一辺倒の現象は、日本民法はドイツをモデルとしているとの理解に基づいているのであろう。しかし、戦後、星野英 教授が日本民法の財産法部分はフランス民法を継受したものであると主張してからは、中堅若手 民法研究者は次々とフランス民法の研究に転じるようになった
）1（
（
。この新しい民法学派とドイツ法を主たる研究対象とする伝統的学
派は、それぞれの主張を唱えて戦ったが 双方の間に見 の一致をみることがなかった。
２
　
中国民法近代化初期における日本の影響
日本は、明治維新後、西洋の最先端の立法を直接移植して不平等条約・領事裁判権の撤廃に成功したが、こ
のことは、当然のことながら、列強 ら蹂躙されて た中国を大きく鼓舞するこ になった。中国法 近代化は、遅々 して進まなかった 、日本が先 道を切り開い ので 日本を通してヨーロッパの先進立法を継受することによって、成功への近道を得たとも言え 。ヨーロッパ民法の伝統を全くもたな 東アジアにおいて、日本が法律概念を漢字に翻訳しなかったなら、中国は、西洋の 律 継受する上 倍以上の労をかけたとしても半分の成果をも得られなかったであろう。百年後 今日であっ なら は、外来語をカタカナに変換する方法で外国の法律概念を日本語化し かもしれないであろう。そうだとす 、中国は、カタ ナで書かれた日本語文献を読むよりも自ら直接に翻訳したほうがよ ので、西洋の法制度・学説 継受 おいて自助
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努力するしかないであろう。中国は、漢字を共通にする日本語文献を参考とすることができたので、西洋の法律概念を導入 て法律を制定する上で、図らずも日本の協力を得たということにな 。中国語で示される多くの民法上の法律概念、例えば法人、法律行為、意思表示などの法律専門用語は、日本民法の漢字用語をそのまま借用したも であり、不当得利（日本語で 「不当利得」 ） 、使用借貸（日本語では「使用貸借」
─
日本民
法五九三条）などの用語は日本語に少々調整を加えたものである。日本が西洋の法律概念を漢字に変換し、それを東アジア諸国に伝えてきた歴史は、その後途絶えた。近年、 では、外来語を漢字に変換することなくカタカナで表記することが多くなったため 日本の 文献は漢字用語への変換機能を失い、西洋の新しい法律概念の中国語訳ももはや日本語の漢字用 媒介 ことができなくなったからである。日本民法典中の法律概念は今でも漢字表記が基本であるが、最近、変化の兆しも見せているようである。例えば、 「民法（債権法）改正検討委員会」改正試案は、取引においてよく使われる
 financial leasing の訳である「ファイナンス・
リース」をそのまま法律用語として採用している。
中国民法の近代化に対して日本が与えた影響は、それだけではない。日本の学者は、アジア諸国の民法起草
作業にも実際に積極的に協力してきた
）1（
（
。一九〇七年、清政府は、法律修訂館を設置し、その翌年、日本人の松
岡義正を招聘し、民律草案（歴史上、大清民 草案という）前三編 起草させた。清の滅亡により、この民律草案は施行されなかったが、後の民 典のための礎となった。さらに 中国民法近代化に対す 日本の影響は、一九〇八年に大清民律草案の起 を日本人に委嘱したこ に始まったものでも決してない 中国 、早くも一八九六年から日本 留学生を派遣し、一九〇六年までに留学生は既に八〇〇〇人にも達した。留学生の ち法律、政治、軍事・警察を専攻する者が半数以上を占めた。一九〇四年、法政大学は、中国人留学生 ため法政速成科を開設し、六年間で入学者が二八六二人、卒業生が一三八四人 も上っ
）1（
（
。これほど膨大な数の留
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学生は帰国後、中国法近代化に一定の影響を与えたに違いない。ドイツに留学して民法を専攻した者の人数は日本への留学生の数に遠く及ぶものでない。中華民国の民法編纂に参加した法律専門家の多くは、日本で 留学を経験した者であった
）1（
（
。
３
　
中華民国民法における日本民法の継受
日本民法が直接かつ全面的に台湾に適用されていた当時、海峡の対岸の中国には民法典がなかった。民法典
の制定作業が開始したのは、国民党政府が北伐によって中国を統一してからであった その意味で、中華 国民法もまた中国の統一を象徴するものであった。中華民国民法は、法案の起草から審議、法律 成立ない 公布、施行までの期間がきわめて短かった。例えば、民法総則については、一九二八年に中央政治会議が 法原則を決定し、一九二九年一月二九日に立法院委員に起草作業の開始を命じ、わずか か月の間に、すなわち同年の四月には草案は完成した。草案は同年四月二〇日 立 院の三読会 通過し、一九二九年五月二三日に公布され、同年一〇月一〇日に施行された。債権編および物権編の審議の速度はさらに速かった。債権編は審議完了までわずか三日間 物権編はもっと短くわず 二日ですべての審議を完了した
）1（
（
。過去の民律草案の存在が
なければ、一年足らずの に民法典の制定を完成させ ことは 外 法典 直接に翻訳 ない限り、ほぼ不可能に近いであろう。
中華民国民法は、法典編成の体裁からみると、日本民法よりもドイツ民法に近い。ドイツ民法のように五編
の構成になっているだけでなく、編別 順序も同じである。 らに重要なのは、半数以上の条文がドイツ民法を継受したものであるということである。しかし、中華民国民法がドイツ民法を継受したも と言 切ってしまうなら
）1（
（
、それは公平を欠くであろう。というのは、わが国は、ドイツ、フランス、日本のように民商分立を
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採らず、スイスの民商合一の立法例をモデルとし、商法典に属する内容、例えば経理人等の商事補助人および商行為に関する規定を 法典に置いているからである。中華民国民法の債権各論にある「出版」以下の規定内容は、ドイツ民法ではなく、主としてスイス債務法を継受したものであり、その多くはスイス債務法およびその学説を参照しなければ、その意味を明らかにすることができない。わが国の学者は、この間の法律継受の歴史を忘れたかのように 法律条文 解釈 当たっては、主 してドイツと日本の法律文献に依拠している。確かに、スイス債務法の中 もドイツ法を継受 たものが少なからずあるが、条文の内容は、ドイツ法と多くの点で異なっている。さらに、スイス債務 の多くの規定内容 ドイツや日本では商法典に定められているので、ドイツ法・日本法を参照するとしても、 法 をも視野に入れなければ十分とはいえない。しか 、わが国の民法学者は、民商 分立の精神を厳守し ドイツ・日本の商法の発展を深く研究するも が少ないように見受けられる。商法 者も同様 自らの専門分野から一歩 出ず、そ 結果 法律の解釈においてどちらも関知しない空白地帯が生じている
）1（
（
。さらにまた、中華民国民法が不法行為や不当利得を債権編通則中にあ
る「債権の発生」という節に置 ている も 参考 し も であり、ドイツ これらを各種の債権の中に置いているのとは大きく異なっている。
中華民国民法における日本民法の継受の規模についてはドイツ民法やスイス債務法の継受と同列に論じるこ
とができないが、日本民法はしばしば重要な役割を果してきた。最も重要な例と て、中華民国民法が民法九四条 立法例（建物を土地 本質的構成部分とする）を採用せず、建物を独立の不動産とする日本民の立法例
）1（
（
を継受したことを挙げることができる。このことは、物権法体系の構成にきわめて重大な影響を及ぼ
している。 えば、不動産物 客体が土地と定着物とに分けられるだ でなく、所有権 移転 それぞれ別にしなければならない で、土地登記制度もそ に応じ 調整され こと なり、土地については総登記 建
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物については建物第一次登記（日本民法の影響を受け、台湾でも保存登記と称されることがある）として区別されている。また、未完成建物がどの時点から独立の不動産になるか、未だ独立の不動産所有権の客体とならないとき、不動産附合の規定
（民法八一一条）
を適用すべきか、それとも動産とみなすべきか
（民法六六条二項）
、
ということも問題となりうる
）（（
（
。また、中華民国民法における債務不履行の規定は主としてドイツ民法を参考に
したものであるが、契約の解除に関する規定は、体裁および内容ともに一九〇〇年のドイツ民法と大きく異なり、むしろ日本民法に近い わが国民法債権編通則における契約解除の規定は、主に第三節（債権の効力）第四款（契約）二五四〜二六二条に置かれて、給付不能と遅延の場合における契約解除の要件を定めるだけでなく、解除権の行使、効果および消滅 ついても定めている。日本民法債権編は第二章（契約）第一節（総則）において契約解除について規定して るが、わが国民法の体裁とは異なっている。しかし わが国民法二五四〜二六二条と日本民法五四〇〜五四八条の規定とを比較してみれば、日本民法は、わが国の母法ではないとしても、民法制定時の立法者が参考にした最重要立法例であったと えよう。ただ、中華民国民法の立法者は、日本民法中のフランス民法 要素をほとんど採用しなかった。唯一において重要 例外として、フランス民法一一六六条の定める債権者代位をモデルとした日本民法四二三条が中華民国民法
（二二四条）
に継受されたこ
とにより、中華民国民法の中にフランス民法の血 わずか 流れ いるに過ぎないのである。
４
　
台湾における日本民法学説の継受
一九四九年に中華人民共和国が建国されたことにより、中華民国の法体制は全面的に廃棄され、中国大陸に
おける中華民国民法の寿命は二〇歳にも満たなかっ 。中華民国民法は台湾に生き残り、 「台湾民法」とし生まれ変わらざるを得なかった。しかし、台湾における中華民国 下の学説 弛まぬ努力により、中華民国
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民法の解釈が積み重ねられた結果、ヨーロッパ民法典の精神は生きながらえることができ、中国の文化大革命に一掃されずに済んだとも言える。一九三〇年に施行された中華民国民法は、一九四九年以前は にいた民法学者により、一九四九年以後は台湾にいた民法学者により発展させられ、その成果があったからこそ、中国共産党による改革開放政策以降の中国民法学の発展の基礎となることができたのである。
前述のように、台湾民法には日本民法を踏襲した部分がそれほど多くはないが、台湾民法の発展に対する日
本民法学説の貢献度は、ドイツ民法の単なる継受を遥かに超えるものがある。個人的な印象では、それは、主に以下のような理由による。（１）人材の養成第一に、民法学者の中には、日本語に精通する者がドイツ語に精通する者よりはるかに多 ということであ
る。この点 ついて、もとより統計データがあるわけではないが、地理的な利便 、日本に留学する法律学者は、遥か遠いヨーロッパに留学す 者よりも多かったはずである。前述のように、清末には大量の政府派遣留 生が日本に派遣されたのである。海峡の対岸 ある台湾で 、日本統治期に養成された法律学者は、完全に日本式の教育を受けてい
る
）（1
（
。わたくしの勤務校の前身は日本台北帝国大学であった。一九四六年に国民
党政府 接収され 「国立台湾大学」と名称変更された。法律学科創設初期に任用された教員のうち、戴炎輝、蔡章鱗、洪遜欣、陳茂源などは日 東京帝国大 法律学士であり、張燦堂 日本東北帝国大学 士である。彼らはいずれも台湾出身であるが、中国大陸出身の 律学者の多くも日本で 留学経験 ある。例えば、劉鴻漸は京都大学法学学士であり、趙琛は日本明治大学法学学士であ
）（（
（
。分かりやすく、格調高い民商法の教科書を
公刊し、台湾の民商法学教育に大き 足跡を残し 鄭玉波も日本京都帝国大学 学学士であ 中華民国民法起草者の一人である史尚寛は日本東京帝国大学法学学士であり
）（（
（
、彼の著した民法五編は今日でも中国と台湾の
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民法学説の発展に大きな影響を与えている。日本または台湾で日本法の教育を受けた経験がなくても、日本の基礎教育を受けたことがあり、日本語に精通し、戦後台湾の法学界に大きな役割 果し 人も少 ない。これらの民法先輩諸氏は、絶えず日本民法から活力の源泉を 民法理論に注ぎ、七〇年代までは、日本民法の法学文献は台湾民法教科書の著作者の不可欠な参考資料となっていたのである。（２）日本におけるドイツ学説の継受第二に、第二次世界大戦前は日本民法学におけるドイツ民法学説継受の絶頂期であった。日本民法の中にフ
ランス民法 影響が随所に見られ、法律 規定も明らかにドイツ民法 の違いがあるにもかかわらず、日本の学説は相変わらずドイツ民法学説の継受に努めた。台湾が民法発展の初期に参考にし 日本語文献はちょうどドイツ民法学説の影響を深く受けた時期の学説のものであったため、台湾が日本の学説を継受したということは、間接的にドイツ 学説 輸入したことになる。日本 学説に基づいて、ドイツ民法を継受したわが国民法の規定を解釈することは、水を得た魚のごとく何の支障もなかったのである。以下、こ 点 ついて債務不履行の規定を例に説明することにする。
債務不履行による損害賠償の要件に関する日本現行法の規定は、わが国民法に比べて簡潔なものである。わ
が国民法二二六条の給付不能による損害賠償の規定に類するも がないだけでなく、給付遅延〔履行遅滞〕に関する規定
（日本民法四一二条）
においても、遅延賠償、代替賠償、遅延利息
（台湾民法二三一条一項、二三二条、
二三三条一項）
等の定めもない。さらに、わが国民法二二七条のような不完全給付〔履行〕に関する規定もなく、
ただ日本民法四一五条において、 「債務者がその債務の本旨に従った履行をしないときは、債権者は これよって生じた損害の賠償を請求することができる。債務者 責め 帰 べき事由 よって履行 することができなくなったときも、同様とする。 」と定め のみである。こうしてみる 、日本民法は、債務 履行の体系
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において、わが国民法およびドイツ民法との間で大きな差異がある。日本民法四一五条一項後段で確かに履行不能 言及してはいるが、履行遅延による損害賠償については別段の規定を置いていない。前段のいわゆる債務 履行は給付遅延と解釈することができない。債務不履行による損害賠償の規定は、ドイツ法を継受したものでないなら、そのように 必要はない。法律上の発見と讃えられた積極的契約侵害論を
 Staub 氏
が唱えてまもなく、岡松参太郎はすぐにそれを日本に輸入し、日本も積極的債権侵害たる「不完全給付」 〔不完全履行〕を承認すべきことを主張した。かくて、不完全履行は、債務不履行の第三の態様になったのである
）（（
（
。
わが国民法の制定の際 二二七条において「完全の給付を さない」と う文言 使われ ことがあったが、それがドイツ学説上のいわゆる積極的債権侵害を意味するものかどうかについては、学説上論争が絶えなかた。しかし、一九九九年 債権編改正の前に、通説判例は、不完全給付を の第三 態様と認めたのである
）（（
（
。一九九九年の債権編改正が民法二二七条において不完全給付を明文化したことによって、三分説は、
さらに揺 ぎのないものとなった。 が国民法学界 伝統的 ドイツ語 直訳である積極的侵害契約（債権）ではなく、 「不完全給付」 いう用語に慣れ親しんできたことから見れば、わが国の不完全給付理論は、間接的に日本から継受した可能性が大きいよう 思われる。
前述した不完全給付理論の継受の過程から、東アジアにおける法律の継受に関する興味ある現象を観察する
ことができる。すなわち、学説の継受は通常法律の継受に付随して行なわれ が 実際には、日本は、ドイツ民法の債務不履行による損害賠償の規定を継受しなかったとしても、その が必ずしもドイツ学説の継受の道を完全に閉ざすものではない。逆に、わが国民法債権編の規定がドイツ債権法およびスイス債務 に親近性を有し、日本 は相当の距離があるにも か らず、わが国 学説は、日本民法学 継受 の 迷いがなかった。ただ、日本の民法学説が明治期から大正期にかけてドイツ の影響 大きく受けたため わが国が
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継受した日本学説はドイツ学説を吸収したものであって、偶然にもわが国債権法体系にうまく融合できたのである。日本の民法が戦前のドイツ民法学説から大きな影響を受けたのに加え、中華民国民法が恰もドイツ民法の忠実な承継者であったため、台湾民法が一九四九年の政権交代を経験したにもかかわらず、台湾人民は、法律生活における劇的な変化あるいは法律を引き継ぐに当たり重大な困難を感じることもなく、 「 規範の断絶法社会の連続」という現象
）（（
（
も生じなかった。
（３）台湾における日本学説継受の限界他方、日本におけるドイツ民法学説の継受にも越えがたい大きな溝がある。私見によれば、最も重大な障害
は、法律行為による物権変動の規範モデルをめぐる対立である。日本民法は、フランス民法の意思主義を採用し、一七六条において物権の設定および移転は当事者の意思表示のみ よって効力が発生すると規定している。不動産物権の登記は対抗要件 すぎない
（一七七条）
。日本民法の多くの規定や制度も物権変動における意思主
義を背景として理解されるべきで 例えば、意思主義 下では、流抵当契約（
lex com
m
issorial, 抵当直流
契約
）（（
（
）を有効と認めるなら、抵当物は確かに停止条件の成就によってその所有権が直接債権者に帰属する可能
性がある。これに反して、登記を効力発生要件とする主義の下では 債権者が、不動産所有権の登記を待たずに、債務者の債務不履行のみによって、そ 所有権を取得することはありえない。立法論においてこのような約定を有効と承認する も、せいぜい抵当 者に移転登記の 務を負わせるにすぎな 。ドイツ民法一一四九条の規定の趣旨も同様である。台湾民法は、ドイツ民法に倣って不動産登記と動産の引渡しをもって効力が発生するとしている
（七五八条、七六一条）
が、学説は、時に立法例におけるこの基本的な違いを無視
し、日本民法とその学説を継受しようとする。日本学説を継受すると ても、こ 基本的 法律原則の相違を考慮 なければ らない。さもなけ ば 時空の錯覚に陥りかねない 台湾は、二〇〇七年に物権 を改正し、
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八七三条の一において、 「債権が弁済期になっても弁済されない場合に、抵当物の所有権が抵当権者に移転する旨約定したときは、登記を経なければ、第三者に対抗できない。 」と定めた。この「登記を経なければ、第三者に対抗できない」と う文言には、日本民法の意思主義の影が見え隠れする。しかし、もし所有権移転行為が未弁済による停止条件の成就によって効力を発生するとすれば、それは、明らかに民法七五八条の規定する不動産物権変動の基本原則 抵触することになる。その約定が移転登記の義務を発生させる趣旨のもの（債権契約）を意味するとすれば、債権契約が登記を経 ければ第三者に対抗できないこ になり、個人的には理解し難いことである。もう一つ例を挙げるなら、和解の効力について、台湾民法七三七条は、 「和解は、当事者の放棄した権利を消滅させ、か 、当事者に和解契約 定めた権利を取得させる効力を有する。 」と定めている。これは日本民法六九六条を継受したものと思われる。和解契約によって権利変動を生じさせるのは 意思主義を採らなければありえないこ ある。これは、明らかにわが国 採用 る立 例で ない
）（（
（
。
５
　
日本民法の影響の衰退
（１）ヨーロッパ留学民法学者の増加台湾民法の発展に対する日本民法の文献の重要性は、およそ七〇年代以降において変化を見せるようになる。
日本法の洗礼を受けたことのない新 い世代の法律学者は、次々と留学先のドイツやフランスから帰国し、直接ヨーロッパから最新の民法理論を輸入し、発展させた。ヨーロッパ、特にドイツの民法理論 は、はや日本語文献のみに頼らざるを得ないような はなくなった。例えば 元司法院院長でドイツのハイデルベルク大学法学博士（民法専攻）施啓揚、ミュンヘン大学 学博士（身分法専攻）林菊枝は、ともに一九六七年に台湾大学法律 科に就任した。七〇年代以降の台湾ないし改革開放後の中国大陸の民法の発展 最も大き
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な影響を与えたのは、一九六九年に台湾大学法律学科に招聘された王澤鑑である。王澤鑑はミュンヘン大学法学院の法学博士であり、その指導教授は当時のドイツ民法学の権威である
 L
arenz である。
L
arenz の著作は
論理明晰、平易明快で知られ、当時のドイツの裁判実務に絶大な影響を与えていた。その『法学方法論』は、伝統的法学方法論の古典とされている。王澤鑑教授は、帰国後、民法学説および判例研究に関する八部作を含む多くの著作を著しただけ なく ドイツの請求権を基本とする思考様式を台湾の民法教育に導入した。この思考様式に基づいて実例研究厳書八巻を著し、極めて大きな成功を収めた。王澤鑑教授の夫人は日本人であり、教授自身も日本語に精通している。しかし 台湾民法に対する教授の最も重要 貢献は、もはや日本語法学文献を媒介とすることなく、直接ドイツ民法発展の現状を台湾 紹介したことである。台湾民法が深くドイツ民法の影響を受けたため、ドイツ民 説の発展を紹介することによって、ドイツ法を継受した当時 台湾民法の本来 姿を浮き彫りにすることができ、より精確に民法規定 意味を理解し、解釈論のレベル 高めることができる。現在、台湾大学財産法の教員の多くは王澤鑑教授 弟子であり、例えばドイツ民法および方 論の大家
 E
sser に師事した黄茂栄裁判官、フランクフルト大学
 M
anfred W
olf の指導を受けた詹森林教授はとも
に精確にドイツ 律文献 駆使することができる。このような事情により、台湾民法に対する理解は、もはや日本を媒介とする必要がなくなり、直接に補修材料と操作技術を輸入でき よう なった。（２）日本民法学の潮流の変化日本民法学の影響が衰退したもう一つの原因は、日本民法学の変化である。台湾が直接にドイツ民法学説を
継受するようになったのと同じ時期であるが 一九七〇年に東京大学星野英一 が日本民法の財産法部分はフランス民法を継受したも あ と主張した後 中堅若手 民法研究者 次々とフランス民法の研究に転じるようになっ
た
）（（
（
。フランス法を継受した日本民法の規定をフランス法を参照して解釈することは、当然立法
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者の原意を反映することができる。しかし、このことは、ドイツ民法学説に依拠してきた学説の伝統との断絶、あるいは伝統的にドイツ法を中心とする学派との衝突を免れない。そのため、日本民法 をめぐる議論は、戦前とは全く異なる様相を呈するようになった。こ ことによって、台湾 民法学者は、日本民法とドイツ民法の間に重大な差 が存在し、したがって、主にドイツ民法を継受した台湾民法とも顕著な差異が存在することを認識するようになり、日本民法学説はもはや信頼できる継受対象と てみなされなくなった。こうして、フランス民法を中心とする日本民法学文献は、台湾の学者に って単なる比較法研究 対象にすぎないものになったのである。
戦後、フランス民法が日本民法の母法としての地位を奪還し、日本民法学界の寵児になったことは、日本民
法学の潮流の変化の一つにすぎない。アメリカの強大な政治経済等が各方面に影響を及ぼし る下では、日本民 発展も必然的にアメリカ法の影響を受け にな 。例えば、売買物の瑕疵担保の法的性質について、星野英一教授が一九六一年 比較 学会で提唱した債務不履行説 アメリカ 契約法規範モデルの影響を受けたものである
）（（
（
。他の例証は枚挙にいとまがない。
（３）法律の本土化
―
判例法研究の重視
日本民法の影響力が衰退するもう一つの原因は、判例研究の重視にあるのかもしれない。日本民法学界は、
第二次世界大戦前の早い時期から、既に法律の本土化の重要性を意識 ていた。一九一一年に末弘巌太郎博士の提唱により民法判例研究会が創設され 戦後、川島武宜博士は、民法学 対して 社会学の重要性を強調し、日本民法学がドイツ学説への依存から脱却し、在地 根を下ろし、成熟独立 よう促した
）（1
（
。日本に比べ、台
湾民法界が判例の重要性 強調するようになったのは、比較的遅かった。七〇年代 や日本留学から帰国した学者たちは、一方で習得した知識を生かし がら、他方で留学先 法学研究方法から影響を受け、判例研
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究の重要性および必要性を強調するようになった。近年、裁判所の裁判を中心とする実務見解に対する認識および批判は法学発展の主軸になってきた。日本法実務の発展経験も外国にとっても高い参考価値をもってはいるが、正直なところ、多くの日本判例は日本の社会・経済・文化を背景とするものであり、外国には必ずしも同様な背景がある は限らず、法律の継受に比べ、判例継受のハードルは明らかに高いのであ 。（４）アメリカ法の影響近年、日本に留学して民法を学ぶ者は減少しつつあり、若手研究者の中で日本語文献を参考できる者も以前
と比べて遥かに少なくなった。 のことも、台湾に対 日本民法の影響力に影響を及ぼしている。伝統的民法学の分野では、戦後、ドイツへの留学者が次第 増加し、戦前一方的に日本民法学の洗礼を受けるような現象に比べれば、ドイツ民法からの直接 影響も徐々に日本民法学の影響とバランスがとれるようになってきた。アメリカへの留学者の中では英米の伝統的契約法あるいは不法行為法を専攻する者は少なかった。私法領域では、会社法、証券法など 財経法を研 す 者が多かった。そ ような中でも、英米の
 C
om
m
on L
aw
 の研究
が断絶することはなかった。国民党とともに中国大陸の蘇州大学から台湾に移転してきた私立東呉大学の法律学科は、従来から英米契約法 不法行為 必修科目としていた め、英米法研究の人材が絶えることはなかった。また ヨーロッパに し、伝統的 大陸民法を研究する者が多か たとはいえ アメリカ法の研究は、言葉の便もあって、多くの重要 研究成果を生み出した。例えば、一九八八年わが国司法院と国立政治大学が共同で訳したアメリカ法リステイトメントはその一例である
九〇年代以降、もともと大陸法系の独壇場であった伝統的民法領域においても、台湾は、少しずつアメリカ
の法律制度を採用するようになった。例えば、アメリカ法の懲罰的損害賠償制度は多くの研究者の研究対象なっただけでなく 台湾消費者保護法五一条は明文でこれを導入した。 なわち、 「本 より提起する訴訟
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において、企業経営者の故意による損害について、消費者は、損害の三倍以下の懲罰的賠償金を請求できる。ただし、過失による損害については、損害の二倍以下の懲罰的賠償金を請求できる」 、とした。また、アメリカの新しい思考方式と新しい方法も台湾の伝統的な法律思考モデルに衝撃を与えている。アメリカの法と経済分析は、アメリカ留学の学者によって台湾に紹介されてから 台湾の若い法律家の間で風靡した。それを万能薬として、科学的な経済分析方法をも すべての法律問題を解決できると期待する者も少なくなかっ これに対して、伝統的な大陸法系の法学方法論は弊履 ごとく捨てられることになった。日本民法学界で流行した利益考量論の方法が台湾民法 方 論に及ぼした影響は、きわめ 限られたものにすぎなかった。
台湾民法学は、ますます多元化し、多種多様なものになっている。しかし、地縁および密接な経済関係、さ
らに最も重要な点 言葉の利便から、日本は、依然としてそ 重厚 学の基礎をもって台湾民法学の発展と立法に影響を与え続けている。例えば 一九九五年に制定された台湾信託 は 英米法の最も特色ある信託制度を法制化したものである。しか 英米の信託 は判例法であり、 条文の形を通じて継受することができない。信託法学者 よれば 台湾 信託法は 主と て日本 韓国 信託法をモデルとし、英米信託法の原則をも参照して制定さ た、と ことである。したがって、日本が英米法を継受した成果は、台湾が英米法を継受する上で重大な影響を明らかに及ぼ てい のである。二〇〇七年、台湾民 担保物権 改正にあたって、私の知 限り、最も重要な参考対象とし は日本民法である。追加された最高限度額抵当に関する部分は、ほとんど日本民法の根抵当を継受したものである
）（（
（
。
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四
　
日本債権法の改正
―
東アジア契約法の新しい手本
東アジア法律の発展の軌跡から見ると、東アジアの法律近代化のプロセスにおいて、日本が終始指導的地位
を占めてきたのは明らかである。日本は、明治維新以後、東アジア諸国がほとんど知らなかった西洋の法律文献と法典（草案）を大量に翻訳した ヨーロッパの成文法典の法律概念を漢字で表現し、中華文化の影響を受けた多くの国がそれを法律近代化の基礎として採用した。こうして、東アジア民法界における日本の指導的地位は知らず知らずのうちに確立していった しかし 種々の要因により 日本の指導的地位は徐々に挑戦を受けるようになった。まず、東アジア諸国は、法律文化のレベルが高くなるとともに、もはや日本を媒介することなく、直接 西洋 法律制度 輸入するようになった。近年、中国経済の台頭に伴って、西洋諸国が各種の方法により積極的にその法律制度を紹介し、中国 法近代化のために採用させ うとしているだけではなく、中国自身も民法典を制定することによって世界から認められようとしている。次 のグローバル化の下で、契約法は取引秩序の法律規範として 盛んに統合の方向に進み、世界契約法の合流ともいう現象である。個人的な観察によれば 世界契約法 合流は、主に超国家的私 体系（
P
rivate law
 beyond the state ）の形成
から見ることができる
）（（
（
。その規模は、グローバルなものと区域的なものとに分かれる。グローバル化の下での
世界契約法の合流により、国家法律秩序外 際統一的な法律文書（
international uniform
 law
 instrum
ents ）
は、当事者および関係者の事実上の行為規範になるだけでなく、裁判規範として紛争 解決 おいてもますます大きな役割を果たしている。国家制定法（
Statute ）は、国際商事紛争の解決においてもはや必要でない
ことも想像できないことではない。区域的な契約法の合流は、現段階 おいて ＥＵ契約法の統合 最も知られている
）（（
（
。東アジアの契約法の統合の必要性については、本稿で詳述できる問題ではない
）（（
（
。しかし、中国経
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済の台頭によって、東アジアは、アメリカを中心とする経済圏とＥＵ経済圏と対抗できるようになった。世界契約法統合の次世代を迎えるため、東 ジアないしアジアにおいて契約法に関する学問的な対話を全面的に展開すべきである。二〇〇六年、日本の法務省は債権法を中心に民法を全面的に検討 ことを決定した。債権法改正の新しい時代の到来である。二〇〇九年一一月二四日、法務省 制審議会民法（債権関係）部会第一回会議において、鎌田薫検討委員会委員長を部会長として選出 、二〇一二年に新法案を国会に提出し、場合によっては改正法が成立す と見られている。日本債権法の改正は、日本 とって国家百年の大計である。成功すれば東アジアによい手本を提供することができる。そして、再び東アジアないし世界の契約 の発展に影響を与える契機ともなろう。
注（１）
　
ドイツにおけるローマ法の継受については、
B
ehrends （川上正二訳） 『歴史の中の民法
―
ローマ法との対話』 （日本評論社、
二〇〇一年）四〇〜四二頁に簡にして要を得た説明がある。
（２）
　
オランダは、一七九五年にフランスに占領され、一八三八年にオランダ民法が制定されるまでフランス民法が適用され
ていた。
（３）
　
王泰生『台湾法律史概論（第三版） 』 （元照、二〇〇九年）二三〜二八頁。
（４）
　
楊永良「日拠時代的台湾建設」
http://w
eb2.cc.nctu.edu.tw
/~ylyang/history/a3m
12.htm
（
2010.6.8 ）.
（５）
　
清統治期における民事事項に関する法律規範は、少数の律例を除いて、その多くが民間の慣習であった。王泰生『台湾
法律史概論』 （二〇〇九年）八五頁。
（６）
　
王泰生『台湾法律史概論』 （二〇〇九年）二八一頁。
（７）
　
朱柏松「海峡両岸私法発展的史的回顧与前瞻 『黄宗楽教授六秩祝賀論文集
―
財産法學編Ｉ』 （二〇〇二年）四八六〜
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四九〇頁。
（８）
　
王泰生『台湾法律史概論』 （二〇〇九年）二九三頁。
（９）
　
我妻栄『新訂担保物権法』 （一九七九年）四六四頁。
（
10）　
日本民法典の編纂前史については、池田真朗編『新しい民法
―
現代語化の経緯と解説』 （有斐閣、二〇〇五年）一一四
〜一二二頁。
（
11）　
M
attei, W
hy the W
ind C
hanged: Intellectual L
eadership in W
estern L
aw
, 42 A
m
erican Journal of C
om
parative L
aw
, pp. 
195-219 (1994).
（
12）　
加藤雅信『現代法学の展開』 （有斐閣、一九九三年）第三章「日本民法学の潮流」一二二〜一二四頁。
（
13）　
今日においても、日本は、アジア諸国の民法の制定および改正にしばしば支援・協力を行なっている。例えば、日本の
学者は、日本の法整備支援プロジェクトの下でカンボジア王国民法典草案の起草に参加した。当該草案の体裁については、内田貴『債権法の新時代
―
「債権法改正の基本方針」の概要』 （商事法務、二〇〇九年）二二八頁参照。
（
14）　
張晋藩『中国法律的伝統与近 転型』 （二〇〇五年）三 七頁。
（
15）　
朱勇編『中国民法近代化研究』三四三頁によれば、親続編相続編を起草した羅鼎、立法院長の胡漢民、民法起草委員会
顧問の王寵恵・戴傅賢 民法起草委員会委員の史尚寛・鄭毓秀・王用賓は、いずれも日本留学の経験をもつ。
（
16）　
謝振本『中華民国立法史（下） 』 （二〇〇〇年）七四三〜七八八頁、潘維和『中国歴次民律草案校釈』 （一九八二年）一〇
〜三六頁。
（
17）　
朱柏松「日本民法的回顧与展望」民法研究会第三四回学術論文（二〇〇三年）三
（
18）　
わが国の民商合一については、陳自強『代理権 経理権之間
―
民商合一与民商分立』 （元照、二〇〇六年）二六八頁以下。
（
19）　
日本民法における建物の独立性の由来については、瀬川信久『不動産附合法 研究』 （一九九七年）一〇〜一二頁。
（
20）　
我妻栄・有泉亨『物権法』 （一九八三年）三〇六頁。
（
21）　
日本統治期の法律学者の養成 王泰生 台湾法律史概論』 （二〇〇九年、元照）二二四〜二三八頁。
（
22）　
台湾大学法律学科教員 経歴については、王泰生『台湾法的世紀変革』 （二〇 五年、元照） 八 頁以下。
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（
23）　
卒業後、一九二二年にさらに法律を研究するためドイツのベルリン大学に赴き、その二年後フランスのパリ大学で政治
経済を研究し、一九二七年に帰国。初期の中国法学者の中で日独仏諸国の法律に精通する数少ない一人である。
（
24）　
簡単な説明として、中田裕康『債権総論』 （岩波書店、二〇〇八年）九三頁。
（
25）　
最高法院九三年度台上字第四二号判決。
（
26）　
王泰生『台湾法律史概論』 （ 〇〇九年）一一五頁。
（
27）　
台湾の学者の中には「流質契約」と称する者もいる（謝在全『民法物権論（下） 』 （一九九一年）一一九頁参照） 。しかし、
質権の場合（八九三条二項）と用語は同じであるが、物権変動について形式主義を採るならば、たとえ抵当権と質権の当事者が同じ内容の約定をしていた しても、質権者は既に動産の直接占有者であり、現実の引渡しを待たずして、譲渡の合意のみによって所有権を移転できることになるから、抵当権の場合と大きく異なる。
（
28）　
和解の効力については、陳自強「民法上和解之効力」政大法学評 六一期（一九九九年）二五三〜三三八頁。
（
29）　
加藤雅信『現代法学の展開』 （有斐閣、一九九三年）第三章「日本民法学の潮流」一二 〜一二四頁。
（
30）　
これにつき、野沢正充編『瑕疵担保責任と債務不履行責任』 （日本評論社、二〇〇九年）三頁。
（
31）　
加藤雅信『現代法学の展開』 （有斐閣、一 九三年）第三章「日本民法学の潮流」一一 〜一 一頁。
（
32）　
わが国の財産法の改正、特 担保物権の部分については 陳自強 台湾 の百年」北大法学論集六 巻三号（二〇一〇
年）一五二〜九四頁。
（
33）　
近年、この議題に関する国際シンポジウムは枚挙にいとまがない。二〇〇七年七月、アメリカの
 A
m
erican Journal of 
C
om
parative L
aw
 とドイツの
 R
abels Z
eitschrift は共同で、ハンブルクの
 M
ax-P
lanck-Institute で
 B
eyond the State - 
R
ethinking P
rivate L
aw
 大型国際シンポジウムを開催した。論文は
 56 A
m
erican Journal of C
om
parative L
aw
 527-845 に
掲載。法律の非国家化
 E
ntstaatlichung des R
echts も、ドイツにおける最近のホットな話題である。参照、
R
eim
ann, D
ie 
E
ntstaatlichung des R
echts und die R
echtsvergleichung, in Z
im
m
erm
ann (H
r.), G
lobalisierung und E
nststaatlichung des 
R
echts, T
eilband II, N
ichtstaatliches P
rivatrecht: G
eltung und G
enese, M
ohr 2008, S.2.
（
34）　
旧フランス領の西アフリカ国家組織（
D
H
A
D
A
）は、
U
N
C
IT
R
A
L
およびカナダ政府の協力の下、共同の裁判所
 court of 
119
台湾民法に対する日本民法の影響
cassation を組織し、多くの統一法
 uniform
 law
s を制定した。
H
ondius, C
ISG
 and a E
uropean C
ivil C
ode, R
abelsZ
 2007, 
S.99-114, 111. 参照。
（
35）　
これについては、陳自強「欧州契約法発展之最新動向」で詳細に論じている。
